
その他

１日/週程度

基本的に

出社せず
３日/週

程度

毎日出社

その他

対話が減り

心細い

運動の習慣

無くなる

自宅ス

ペース減

情報不足

郵便振替00130-3-358078ELIC編集委員会

電機に在宅勤務が導入されたのは、日立が最初で1999年５月か

らです。2020年は、新型コロナ対応で出勤率を下げる行政要請を

積極的に受け入れ、多くの企業で労使協議が出来ていない状況で、

就業明示書が無いまま在宅勤務を始めました。

３月～９月迄ずっと家庭で在宅勤務をしている青年労働者から

「コロナ禍での自粛生活により生活が一変し、以前より家族で過ご

す時間が増えた一方で、心身のリフレッシュが難しく日々疲労が蓄

積されていく感じです」との実態を考えると、自宅は「生活空間」

であり、本来は自由な時間に「業務命令」が容易に入り込む事があ

ることは、絶対に解消されるべき重要な課題であることを示唆して

います。右の円グラフは、ＮＥＣグループ全体調査の結果からです。

９月２８日付の「日経」は、恒例の「社長１０

０人アンケート」で、テレワークで自社の労働生

産性がどうなったかを公表しました。主な結果に

ついて右表で紹介します。

ＩＬＯは、政策対応として「企業と雇用どちら

も守る」として、労働者と企業の為にＩＬＯ政策

枠組みのすべての柱に沿った形の緊急支援が前例のない規模で実施されることが必要であるとしています。

厚労省のガイドラインには「テレワーク可能な勤務場所を明示」（労働条件の明示を定めた労働基準法

１５条の適用）「テレワークの労働時間の適正な把握」（１・２０通達の適用）「テレワークを行う作業

場（自宅なども含む）の環境整備」（事務所労働安全施行規則の適用）を定めることが求められてい

ます。

職場で働くと同様、業務

の明確化、業績評価の基準、

何よりも労使協議によって、

導入の目的、対象業務、対

象労働者の範囲、様々な費

用負担、能力開発などの教

育などを明確にしておかな

ければなりません。

左の円グラフは、日立関

連会社で集約されたアンケー

ト結果からです。


